
施策Ⅰ－４－２　円滑な事業承継の推進

企業の持続的発展に向け、円滑な事業承継を推進し、長年にわたり中小企業・小
規模企業に蓄積された経営資源が引き継がれ、雇用の場が維持されることを目指
します。

令和元年度

（円滑な事業承継）
・経営者の高齢化が進行していることを踏まえ、スピード感をもって支援対象を
　捕捉し、関係機関と連携して円滑な事業承継を促進していく必要がある。その
　ため、地域協議会を核とした支援体制との連携をさらに強化し、取組を加速化
　させていく。
・後継者がいない中小企業に対して第三者承継を促すため、経営者への意識啓
　発、島根県事業引継ぎ支援センターと連携したマッチング、引継ぎに必要とな
　る経費への助成等の支援を強化していく。
・事業承継を契機に後継者が企業の体質改善や経営革新に取り組むことを支援す
　るとともに、これを実行できる後継者の育成・資質向上を図る。

（円滑な事業承継）
・円滑な事業承継を促進するため、県内各所に配置した９名の事業承継推進員
　（うち１名は市町設置への補助による）が中心となって、後継者の確保と事業
　承継計画の策定を進めており、その件数は目標を上回って推移している。
・市町村と商工団体が主体となる地域協議会が全ての市町村で設置され、それぞ
　れの地域の実情に対応した取組を推進する支援体制を整えることができた。
・今後は親族や役員・従業員への承継が困難な案件が増えていくことが想定され
　ているが、第三者承継に向けた意識醸成が進んでおらず、課題となっている。

施策の現状
に対する評価

今後の取組み
の方向性
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施策の目的達成に向けて取り組む事務事業において設定している主な成果参考指標
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施策に関連する指標の一覧

施策の名称 施策Ⅰ－４－２　円滑な事業承継の推進

平成30年度
単位

施策の
成果参
考指標

指標名



1 211,191 257,405 中小企業課
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事業承継総合支援事業

施策Ⅰ－４－２　円滑な事業承継の推進

所管課名

施策の名称

前年度
事業費
（千円）

目的
（誰(何)を対象として、どういう状態を目指すのか）

事務事業の名称
今年度
事業費
（千円）

企業の持続的発展に向け、円滑な事業承継を推進し、長年にわたり蓄積された経営資
源が引き継がれ、雇用の場が維持されることを目指す。

事務事業の一覧



２　成果参考指標等の状況

３　｢取組内容｣に対する評価

事務事業評価シート 評価実施年度： 令和元年度 上位の施策
施策Ⅰ－４－２
円滑な事業承継の推進

担　当　課 中小企業課

名称 事業承継総合支援事業

１　事務事業の概要

目的

誰（何）を
対象として

中小企業、小規模企業 事　業　費
（千円）

前年度実績 今年度計画

・県下事業者の事業承継の動向を一層詳しく把握するため、アンケート調査を実施し詳細な状況把握を行うこととす
る。
・事業承継について、経営上の様々な問題や困難な課題等を抱えている事業者に対し、専門家派遣事業の回数を大幅
に増加することにより、難しい案件にも根気強く対応していく体制を整えた。

211,191 257,405

どういう状態
を目指すのか

企業の持続的発展に向け、円滑な事業承継を推進し、長年に
わたり蓄積された経営資源が引き継がれ、雇用の場が維持さ
れることを目指す。 うち一般財源 106,155 128,905

今年度の
取組内容

・セミナーの開催などにより事業承継の取り組みの重要性などを啓発する
・業界ごとの事業承継の課題解決に向けた取り組みを支援する
・事業承継推進員を配置し、商工団体等支援機関と連携しながら相談対応や事業承継計画の作成などを支援する
・専門家派遣等により問題解決の支援
・人材育成等の体制整備や新商品開発・販路開拓など、事業承継を契機とした新たな取組を助成する。

前年度に行った
評価を踏まえて
見直したこと

成果参考指標 年　度 単位

1

目 標 値

社
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平成27年度 平成29年度
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平成30年度平成28年度 令和元年度

事業承継推進員、商工団体等が、後継者確保に
向け、事業承継計画策定支援を実施した企業数

式・
定義

実 績 値 258.0147.059.0

280.0

達 成 率 － 118.0 147.0 122.9 ％

2

指標名
目 標 値

(取組目標値)

達 成 率 － － － － － ％

式・
定義

実 績 値

成
果

「目的」の達成に向けた
取組みによる改善状況

・一部の市町村で独自の財源や施策で事業承継に関する取組が進みつつある。（事業承継推進員の設置
など）
・国の税制改正（承継税制）や事業承継推進員による相談対応、セミナー等を通じて、事業承継につい
ての認識が事業者へ浸透している。
・事業承継を前提に、後継者や後継予定者を中心とした経営革新計画を策定したり、新規事業に取り組
む事業者がでてきている

課
題
分
析

①

「目的」の達成のため
（又は達成した状態
を維持するため）に
支障となっている点

・事業承継について誰にも相談していないなど、具体的な取り組みにまで至っていない。
・親族内で後継者が見つからない一方、第三者を含めた後継者探しをする意識が低い。
・後継者育成の難しさや自社の債務、経営状況の不安を、事業承継を進めるうえでの課題とする経営者
が多い。
・事業承継を進めるうえでの課題が多岐にわたり、事業者だけでは対応しきれない。

②
上記①（課題）が
発生している原因

・身近な市町村や商工団体による相談体制の構築や対応スキルが不足している。
・第三者承継を中心に対応する島根県事業引継ぎ支援センターとの連携が不足している。
・経営等に不安があっても事業承継が可能な企業に取組みを促すような対策が不足している。
・事業承継推進員や商工団体の経営指導員等が、多岐にわたる事業承継の課題に対応しきれていない。

③
上記②（原因）の
解決・改善に向けた
見直し等の方向性

・地元市町村、商工団体が中心となった取組を一層進めるため、全市町村に設置している地域協議会と
連携し、情報や支援施策等の共有を深め、支援体制を強化する。
・島根県事業引継ぎ支援センターと連携し、第三者承継のマッチングを促進していく。
・企業に、自社の真の事業価値の分析などをする動機付けとなるような啓発（セミナー等）を継続して
いく。
・研修や事例共有などにより事業承継推進員等の資質向上を図る。また派遣回数等を大幅に増加した専
門家派遣事業を活用し、様々な課題に対応していく。

210.0(取組目標値)

事業承継計画を策定し、後継者を確保した企業
数（累計）

指標名

・経営者の平均年齢６１．１歳（全国５位）（H３０民間調査機関）、後継者不在率７１．２％（全国８位）（H２９民間調査機
関）。
・①後継予定者が決まっている事業者が２２．５％、②現在検討中の事業者が１９．０％、③自分の代で清算・廃業・売却の意向の
事業者が３２．０％、④③のうち適当な後継者がないことが理由５２.５％（H28～H３０　１５商工団体等のアンケート結果）。
・助成制度の利用件数H28　２４件　H29　４９件　H30　６６件（うち災害対応　２３件）

「成果参考指標」の他に参考とすべきデータや客観的事実など


